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表１ 検査結果と A がんの有無による 2×2 表と，

判断樹との関係

検査結果 A がん(＋) A がん(－) 合 計

陽 性 ◯１ ◯２ ◯１＋◯２

陰 性 ◯３ ◯４ ◯３＋◯４

合 計 ◯１＋◯３ ◯２＋◯４ ◯１＋◯２＋◯３＋◯４

表２ 検査結果とがん有無との関係（10万人当たり)

単位：人

検診結果 A がん(＋) A がん(－) 合 計

陽 性 80 9,990 10,070

陰 性 20 89,910 89,930

合 計 100 99,900 100,000

図 X 法による A がん検診の費用効果分析を行うための
判断樹
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今回は前回の宿題（つまり X 法を用いた A がん

検診の費用効果分析）の解答例を解説することにす

る。前回の判断樹を図にて再度示す。検診を受けた

群では◯１から◯４の，検診を受けない群では◯５と◯６の

可能性がある。全ての人はこの◯１から◯６のいずれか

に属することになる。今回小数点以下の計算を避け

るために，検診を受ける群と受けない群，それぞれ

10万人の集団を考える。まず，◯１から◯６に属する者

の人数とその予後を計算して，費用効果分析の効果

部分を推計する。その次に検診や精密検査，治療に

要する費用を計算して，費用効果分析の費用部分を

推計する。最後にこれらから得られた効果と費用か

ら，費用効果比を計算することにする。

1. ◯１から◯６の人数の推計

1) 検診群

◯１から◯４の人数を推計するのは，検査前確率（有

病率）と検診の感度・特異度が必要である。今回そ

れぞれ1000分の 1，80％，90％と設定されている。

ここで検診結果（陽性か陰性）と A がんの有無に

より 2×2 の表を作成すると，少し基礎的な話にな

るが，◯１，◯２，◯３，◯４はそれぞれ，真陽性，偽陽

性，偽陰性，真陰性となる（表 1）。これらのデー

タから計算すると，人口10万対の人数は表 2 のよう

になる。

2) 非検診群

◯５は検診時 A がんであるので，2 年後に自覚症状

により診断される。その数は有病率が1000分の 1 か

ら，100人となる。一方◯６は99,900人である。

2. 検診効果の推計

1) 検診群

効果の指標は延長される余命（YOLS）であり，

A がん患者は◯１と◯３である。検診時からの生存年数

は◯１が10年，◯３が 5 年（2 年の Lead Time＋3 年の

診断後生存年数）であるので，◯１は800人年（80人
×10年），◯２は100人年（20人×5年）である。検診

群の合計は900人年となる（表 4）。
2) 非検診群

◯５が検診を受けない群のがん患者であり，500人
年（100人×5 年）となる（表 4）。

3) 検診の効果

検診の効果は検診を受けた群の生存年数の合計か

ら，検診を受けていない群のそれを引いたものであ

るので，今回は10万人当たり，400人年（900人年－

500人年）となる（表 4）。



512

表３ 検診群と非検診群の費用とその内訳（10万人

当たり） 単位：万円

合 計 検診費用 精密検査費用 治療費用

検 診 群１ 226,126 100,000 100,700 25,426

非検診群２ 47,130 ― ― 47,130

差(１－２) 178,996 100,000 100,700 Y21,704

表４ 検診群と非検診群の余命の比較および増分費

用効果比

生存年数（人年)

検 診 群１ 900

非検診群２ 500

差（１－２) 400

増分費用効果比 447万円/YOLS
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3. 費用の推計（表 3）

1) 検診群

検診に要する費用は，検診受診者数に検診の単価

をかけて10億円（10万人×1 万円）である。さらに

検診陽性者が精密検査を受けることになるので，そ

の費用は，検診陽性者数（◯１＋◯２）に精密検査の単

価をかけて，10億700万円（10,070人×10万円）で

ある。

精密検査でがんと診断された者（◯１）は治療を受

けるので，その治療費用は患者数に治療単価をかけ

て 1 億6000万円（80人×200万円）である。一方，

検診でがんを見落とされた者（◯３）は 2 年後に治療

を受けることになるので，同様に患者数に治療単価

をかけるが，年 3％の割引率を考慮して，9426万円

（20人×500万円/1.032）である。

2) 非検診群

検診を受けない群の費用は 2 年後に発生するがん

の治療費のみなので，患者数（◯５）に治療単価をか

けて 4 億7130万円（100人×500万円/1.032）である。

3) 検診により増加する費用

検診群の総費用は検診費用，精密検査費用，治療

費用の合計である。それぞれ10億円，10億700万円，

2 億5426万円（1 億6000万円＋9426万円）であるの

で，総費用は22億6126万円である。一方，検診を受

けない群の費用は 4 億7130万円となる。

よって，検診群では17億8996万円多く費用がかか

ることになる。治療に要する費用は 2 億1704万円の

節約が可能であるが，検診費用，精密検査費用がそ

れを大きく上回っている。

4. 費用効果比の推計

増分費用効果比（ICER）は，検診群の増分費用

を分子に効果を分母とするので，447万円/YOLS
（17億8996万円/400人年）となる。つまり，X 法に

よる A がん検診は 1 年余命を延ばすのに約450万円

かかるプログラムである（表 4）。

5. 結果の解説と考察

1) 費用効果比の閾値と感度分析

今回の事例では X 法による A がん検診は 1 年余

命を延ばすのに，約450万円かかるものであること

が判明した。この ICER の値は絶対的なものでは

なく，相対的なものであるため，これのみをもって

費用効果的なプログラムか否かの判断を下すことは

できないが，1YOLS 当たり500から600万円という

一つの閾値の基準を考えると，効率的であり受け入

れてよいものと言える。しかし，450万円というの

はこの閾値に比較的近い数値であり，効果や費用が

変化すると，容易にこの閾値を越えるかも知れな

い。結果の頑健性を検証するために，ICER の値に

かかわらず，感度分析が必要とされるが，今回の

ケースでは緻密な感度分析を行うことが極めて重要

である。

2) がん発見効率

検診のがんを発見する効率性に関して，表 1 から

◯１を分子に◯１＋◯２を分母とすると，陽性正診率（陽

性適中率）が計算できる。その値は約0.8％である。

検診陽性者1000人のうち本当に A がんである患者

数は 8 人程度となり，非常に低い確率であることが

判明する。これはそもそも検査前確率が低いので，

現実のがん検診と比較しても驚くようなものではな

いと思われる。この陽性正診率を高めるためには，

検査前確率，感度・特異度を上げる必要がある。前

者に関しては，一般住民全員を対象とするのではな

く，ハイリスク者のみを対象とすることで対応可能

である。また後者に関しては，感度より特異度を上

げる方が効果的である。つまり，感度を多少落とし

ても，特異度を上げた方がよいことになる。しか

し，これらは陽性正診率を上げることはできても，

その地域におけるがん患者発見の絶対数は減少させ

る方向へ働くので，これとは別の観点からの判断が

必要である。

3) 医療費への影響

検診を行うと医療費が削減できるかということに

関して，既に検診群は非検診群より，10万人当たり

17億8996万円多く費用がかかることが示された。こ

れには検診に要する費用が含まれているので，その

費用10億円を引くと，医療費として計上される精密
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検査費用と治療費用の合計は，7 億8996万円とな

る。つまり医療費を削減することはできないことが

示された。この理由は治療に要する費用では 2 億

1704万円の節約が可能であるが，精密検査費用が10
億700万円と，それを大きく上回っているからであ

る。

検診費用を含めて費用の削減を求めることは，困

難かも知れないが，少なくとも医療費が削減できる

のであれば，それは非常に魅力的である。今回の

ケースでは精密検査費用を如何に安くするかが課題

である。そのためには，精密検査の単価を下げるこ

とと，偽陽性者数を減少させることが必要である。

後者の視点からはここでも特異度を高めることにな

る。

4) 感度・特異度と費用効果比

一般的に感度を上げると真陽性者数が増加する。

そのため増分効果は増加し，費用では治療費用が減

少する方向に動く。一方，特異度を上げると偽陽性

者数が減少する。そのため費用では精密検査費用が

減少する方向に変化する。がん検診のように有病率

が低い場合は，費用の内訳では治療費用より精密検

査費用が高い割合を示すので，全体的には費用が減

少する方向に動く。当然ながら，同一の検査では感

度と特異度を同時に上げることは不可能なので，そ

の間のトレードオフとなる。

また 2 つの検査の組み合わせでは，2 つの結果を

「または」で判断するか「かつ」で判断するかで，

感度・特異度は大きく異なる。前者はどちらか一方

が陽性となれば検診結果を総合的に陽性とする場合

であり，これは 2 つの検査を単独で行う場合より，

感度は上がり，特異度は下がる。後者の場合，2 つ

の検査が共に陽性となった場合に総合的に陽性と判

断する場合であり，感度・特異度は前者の逆となる。

次回は本連載の最後となる予定である。感度・特

異度，費用を実際に変化させて，結果がどのように

変化するか，検討してみたい。


